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安全で持続可能な水利用のための放射性物質移流拡散シミュレータの開発 

 

§１．研究実施体制  

 

（１）沖グループ 

① 研究代表者：沖 大幹 （東京大学生産技術研究所、教授） 

② 研究項目 

・統括 

・流域水質シミュレータの開発・発生源解析および曝露量評価 

 

（２）芳村グループ 

① 主たる共同研究者：芳村 圭 （東京大学大気海洋研究所、准教授） 

② 研究項目 

・メソスケールトレーサーモデルの開発 

 

（３）末木グループ 

① 主たる共同研究者：末木 啓介 （筑波大学数理物質系、教授） 

② 研究項目 

・環境分析 

 

（４）村上グループ 

① 主たる共同研究者：村上 道夫 （福島県立医科大学、准教授 ） 

② 研究項目 

・発生源解析および曝露量評価 
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§２．研究実施の概要  

 

沖グループ： 

沖グループでは、数値モデルの開発において過去の文献等を参照し、都市域のコンポーネントを

含めたフレームワークを設計開発し、パラメータの同定を行う際の最適化アルゴリズムを導入した。

パラメータの最適化のための観測値は、村上グループとの協働により取得された千葉県の観測し

たセシウム濃度データに加え、国土交通省水文水質データベースの呼塚橋観測所の水位データ

を用いた。また、東京湾と流入河川における放射性セシウムの動態の解明については、河川管理

者との協議により取得した河川測量・ダム運用ルール・ダム諸元などを用いて村上グループとの協

働により進めた。 

 

芳村グループ： 

芳村グループでは、モデル開発を推進しつつ、実装に向けた検討を行った。客観解析データを用

いた長期解析および気候実験により、首都圏への輸送メカニズムの詳細が明らかになった

（Yoshikane et al.,投稿中）。主に放射性物質輸送と領域気候との関連性を調査する目的で、定量

放出による長期実験(3月のみ、5カ年間)を実施した。これは、福島原発事故と同様の事故が１ヶ月

間継続し、放射性物質が下層風により輸送されると仮定した実験である。3 月の気候特性によりど

こで被曝しやすいかなど、村上グループと協力して定性的な暴露量の評価を実施している。東葛

地域におけるプリューム到達時刻の遅れを修正するために空間線量のデータ同化が有効であると

考えて、手法についての調査に着手した。また、大気モデルと結合させた流域水質シミュレータの

開発に着手した。  

 

末木グループ： 

末木グループでは、特に低濃度の放射性セシウムを含む河川水の定量分析を導入したゲルマニ

ウム半導体検出器装置によって進めた。2011年 4-5月までに集めた土壌試料で既に壊変してしま

ったヨウ素－131 の測定結果が得られている福島県内の試料に対して長半減期同位体ヨウ素－

129 の測定を加速器質量分析法で行ってきた。半減期が短く十分なデータが得られていないヨウ

素－131 と長寿命でいつでも観測が可能なヨウ素－129 の福島原発事故由来の放出比を求めて、

今後はヨウ素－129 の分析からすでに無くなっているヨウ素－131 の量の推定を可能にし、内部被

ばく算定の基礎資料とした。原発から 60ｋｍ程度離れた地域までの試料から原子数比を求めること

ができ、事故当時は入れなかった 20ｋｍ圏内の土壌試料からヨウ素－129 を求めその降下量から

事故当時のヨウ素－131の降下量を実際に推定した。 

 

村上グループ： 

村上グループでは、大堀川流域に沈着した放射性セシウムの動態に関する観測結果をまとめ、雨

天時の方が晴天時よりも浮遊物質（SS）中の放射性セシウム濃度が高いこと、雨天時において SS

濃度が高いほど分配係数が低下し、粒径分布の違いが一因として考えられたこと、流域内のストッ

ク量とフロー量について国際誌に発表した（Koibuchi et al. (2015) J. Water Env. Technol.; 
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Murakami et al. (2015) Water Res.）。さらに、荒川・江戸川での放射性セシウム流入フラックスの時

間変化の解析を行い、2011 年 8 月から 2012 年 5 月の期間で、東京湾への流出量は流域沈着量

の 1.4％であったことを明らかにした。また、芳村グループ、末木グループとの連携のもと、仮想的

な原発事故状況下において、飲食物由来の被ばく量の推定手法や、規制による削減効果の評価

方法を確立した。 
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